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　令和３年度決算における春日部市の「健全化判断比率」及び「資金不足比率」の公表に
　ついて

1　経過と概要

　平成20年4月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が一部施行され、地方公共

団体は、毎年度の決算において健全化判断比率(①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③

実質公債費比率、④将来負担比率)及び資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付した上

で、議会に報告し公表することとなりました。

　また、健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上となった場合には、財政健

全化計画を策定し、財政再生基準以上となった場合には、財政再生計画を策定し、財政健

全化に向けて取り組みを進めていくこととなります。また、資金不足比率についても、こ

れが経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を策定し、経営健全化に向け

て取り組みを進めていくこととなります。

2　健全化判断比率等の対象



　

　

　

　

　

※資金不足比率がない場合は、「―」を表示しています。

　　　字か赤字かを判断する指標です。

　　　で、実質的な借入金の返済額がどのくらいになるのかを示す指標です。

　　　る比率で、一般会計等に加え公営事業会計、一部事務組合、広域連合、地方公社など

　　　を含めた全体の実質的な負担を把握しようとする指標です。

②連結実質赤字比率

　　　　一般会計等とすべての公営事業会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率で、地

　　　方公共団体として黒字か赤字かを判断する指標です。

　　　模と比較するもので、経営の状況を示す指標です。

―
資金不足比率

西金野井第二土地区画整理事
業特別会計

―

20.0%

水道事業会計

―下水道事業会計

―

※実質赤字比率又は連結実質赤字比率がない場合は、「―」を表示しています。

区 分 会 計 名 令和３年度算定値 経営健全化基準

病院事業会計

3.1% 25.0% 35.0%

将来負担比率 3.7% 350.0%

20.00%

連結実質赤字比率 ― 16.30% 30.00%
健全化判断比率

実質赤字比率 ― 11.30%

実質公債費比率

4　春日部市の健全化判断比率等の算定結果

　令和３年度決算における春日部市の健全化判断比率及び資金不足比率の算定結果は、下
記の表のとおりとなりました。結果につきましては、健全化判断比率(①実質赤字比率、②
連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率)はいずれも早期健全化基準及び財
政再生基準を下回っています。
　また、資金不足比率については、資金不足額がないため比率は算出されません。

区 分 令和３年度算定値 早期健全化基準 財政再生基準

　　　　公営企業を行う会計ごとに資金不足を公営企業の事業規模である料金収入などの規

③実質公債費比率

④将来負担比率

資金不足比率

　　　　地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対す

　　　　一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率の3か年平均

　　　　一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対する比率で、普通会計ベースにおいて黒

①実質赤字比率

3　健全化判断比率等の内容


